
Ｘ ｉ サ ー ビ ス 契 約 約 款 の ⼀ 部 改 正 
 

[ 改 正 ] [ 現 ⾏ ] 
 
第１章〜第 14 章 （略） 
料⾦表 （略） 
別表 （略） 
 
附 則（平成 28 年 4 ⽉ 28 ⽇経企第 135 号） 

  （実施期⽇） 
 １  この改正規定は、平成 28 年５⽉１⽇から実施します。 
  （経過措置） 
 ２  この改正規定実施後、現に⽀払い⼜は⽀払わなければならなかったＸｉサービスの料⾦その他の債務については、なお従前のと  

おりとします。 
 ３  当社は、Ｘｉ契約者⼜は第２種Ｘｉユビキタス契約者（以下この附則において「Ｘｉ契約者等」といいます。）が当社に届けて

いる住所⼜は請求書等の送付先住所（以下この附則において「住所等」といいます。）が、平成 28 年４⽉ 16 ⽇時点⼜は平成
28 年４⽉ 30 ⽇時点において熊本県内である場合であって、そのＸｉ契約者等がデータ定額パック、Ｘｉパケ・ホーダイダブル、Ｘｉ
パケ・ホーダイフラット、Ｘｉパケ・ホーダイライト、Ｘｉパケ・ホーダイ ｆｏｒｉＰｈｏｎｅ、Ｘｉパケ・ホーダイｆｏｒジュニア、Ｘｉ
らくらくパケ・ホーダイ若しくはＸｉパケ・ホーダイｆｏｒビジネス（以下この附則において「データ定額パック等」といいます。）のいずれか
を選択しているとき⼜は基本使⽤料の料⾦種別のうち、そのＸｉ契約者がＸｉデータプラン、Ｘｉデータプランにねん、Ｘｉデータプラ
ン２、Ｘｉデータプラン２にねん、Ｘｉデータプランフラット、Ｘｉデータプランフラットにねん、Ｘｉデータプランライト、Ｘｉデータプランラ
イトにねん若しくは当社が別に定める料⾦種別（以下この附則において「Ｘｉデータプラン等」といいます。）のいずれかを選択している
ときは、その契約者に係るＸｉサービスの定額上限データ量に、１００ＧＢを加算します。 

４  前項の適⽤を受けているＸｉサービスが料⾦表第１表第３（通信料）の１の（８）の３に定める共有回線群を構成する共有
対象回線であるときは、その共有回線群の共有代表回線に係るＸｉサービスの定額上限データ量に、１００ＧＢを加算します。 

５  前２項の場合において、当社は、データ定額パック等若しくはＸｉデータプラン等のいずれかの適⽤を受けていること⼜は共有回線
群を構成する共有対象回線であることを、平成 28 年４⽉ 16 ⽇時点の住所等が熊本県内である場合は平成 28 年４⽉ 27 ⽇、
平成 28 年４⽉ 30 ⽇時点の住所等が熊本県内である場合（平成 28 年４⽉ 16 ⽇時点の住所等が熊本県内である場合を除
きます。）は平成 28 年５⽉２⽇に確認するものとします。 

 ６  第３項⼜は第４項の規定に基づき加算したデータ量について、料⾦表第１表第３（通信料）の１の(8)の２のツ及びテの規定
は適⽤しません。 

 ７  データ量の加算の実施⽇その他の提供条件については、当社が別に定めるところによります。 
８  当社は、Ｘｉ契約者等の住所等が平成 28 年４⽉ 16 ⽇、平成 28 年４⽉ 30 ⽇⼜は平成 28 年５⽉ 31 ⽇時点において熊

本県内である場合であって、そのＸｉ契約者等から当社が定める⽅法により当該⽉の定額上限データ量を増加する申出があったとき
⼜は共有回線群を構成する共有対象回線の住所等が熊本県内であるＸｉ契約者等のＸｉサービスが含まれる場合であって、その
共有回線群の共有代表回線の契約者から当社が定める⽅法により当該⽉の定額上限データ量を増加する申出があったときは、平
成 28 年５⽉ 1 ⽇から平成 28 年５⽉ 31 ⽇までの間におけるその定額上限データ量の増加に係る料⾦の⽀払いを要しないものとし
ます。 

この場合において、その定額上限データ量の増加に係る料⾦について、当該⽉に係る料⾦として請求し、翌料⾦⽉の料⾦において
精算することがあります。 

９  経企第 78 号（平成 28 年４⽉ 19 ⽇）の附則第７項を次のように改めます。 
７ 当社は、Ｘｉ契約者⼜は第２種Ｘｉユビキタス契約者（以下この附則において「Ｘｉ契約者等」といいます。）が当社に届け

 
 



ている住所⼜は請求書等の送付先住所（以下この附則において「住所等」といいます。）が平成28 年４⽉ 16 ⽇時点⼜は平成
28 年４⽉ 30 ⽇時点において熊本県内である場合であって、そのＸｉ契約者等から当社が定める⽅法により当該⽉の定額上限
データ量を増加する申出があったとき⼜は共有回線群を構成する共有対象回線の住所等が熊本県内であるＸｉ契約者等のＸ
ｉサービスが含まれる場合であって、その共有回線群の共有対象回線若しくは共有代表回線の契約者から当社が定める⽅法によ
り当該⽉の定額上限データ量を増加する申出があったときは、平成 28 年 4 ⽉ 1 ⽇から平成 28 年４⽉ 30 ⽇までの間におけるそ
の定額上限データ量の増加に係る料⾦の⽀払いを要しないものとします。 

この場合において、その定額上限データ量の増加に係る料⾦については、当該料⾦⽉に係る料⾦として請求し、翌料⾦⽉の料
⾦において精算する場合があります。 

 



Ｆ Ｏ Ｍ Ａ サ ー ビ ス 契 約 約 款 の ⼀ 部 改 正 
 

[ 改 正 ] [ 現 ⾏ ] 
 
第１章〜第 14 章 （略） 
料⾦表 （略） 
別表 （略） 
 
附 則（平成 28 年 4 ⽉ 28 ⽇経企第 135 号） 
  （実施期⽇） 
 １  この改正規定は、平成 28 年５⽉１⽇から実施します。 
  （経過措置） 
 ２  この改正規定実施後、現に⽀払い⼜は⽀払わなければならなかったＦＯＭＡサービスの料⾦その他の債務については、なお従

前のとおりとします。 
 ３  当社は、ＦＯＭＡ契約者⼜は第２種ＦＯＭＡユビキタス契約者（以下この附則において「ＦＯＭＡ契約者等」といいま

す。）が当社に届けている住所⼜は請求書等の送付先住所（以下この附則において「住所等」といいます。）が、平成 28 年４
⽉ 16 ⽇時点⼜は４⽉ 30 ⽇時点において熊本県内である場合であって、そのＦＯＭＡ契約者等がデータ定額パック⼜はらくらく
パケホーダイを選択しているときは、その契約者に係るＦＯＭＡサービスの定額上限データ量に、１００ＧＢを加算します。 

４  前項の適⽤を受けているＦＯＭＡサービスが料⾦表第１表第３（通信料）の１の(7）の 3 に定める共有回線群を構成する
共有対象回線であるときは、その共有回線群の共有代表回線に係るＦＯＭＡサービスの定額上限データ量に、１００ＧＢを加
算します。 

 ５  前２項の場合において、当社は、データ定額パック若しくはらくらくパケホーダイのいずれかの適⽤を受けていること⼜は共有回線群
を構成する共有対象回線であることを、平成 28 年４⽉ 16 ⽇時点の住所等が熊本県内である場合は平成 28 年４⽉ 27 ⽇、
平成 28 年４⽉ 30 ⽇時点の住所等が熊本県内である場合（平成 28 年４⽉ 16 ⽇時点の住所等が熊本県内である場合を
除きます。）は平成 28 年５⽉２⽇に確認するものとします。 

 ６  第３項⼜は第４項の規定に基づき加算した追加データ量について、料⾦表第１表第３（通信料）の１の(7)の３のツ及びテ
に定める繰越データ量の規定は適⽤しません。 

７  データ量の加算の実施⽇その他の提供条件については、当社が別に定めるところによります。 
 ８  当社は、ＦＯＭＡ契約者等の住所等が平成 28 年４⽉ 16 ⽇、平成 28 年４⽉ 30 ⽇⼜は平成 28 年５⽉ 31 ⽇時点に

おいて熊本県内である場合であって、そのＦＯＭＡ契約者等から当社が定める⽅法により当該⽉の定額上限データ量を増加する
申出があったとき⼜は料⾦表第１表第３の１の(7)の４に定める共有回線群を構成する共有対象回線の住所等が熊本県内で
あるＦＯＭＡ契約者等のＦＯＭＡサービスが含まれる場合であって、その共有回線群の共有代表回線の契約者から当社が定め
る⽅法により当該⽉の定額上限データ量を増加する申出があったときには、平成 28 年５⽉ 1 ⽇から平成 28 年５⽉ 31 ⽇までの
間におけるその定額上限データ量の増加に係る料⾦の⽀払いを要しないものとします。 

この場合において、その定額上限データ量の増加に係る料⾦について、当該⽉に係る料⾦として請求し、翌料⾦⽉の料⾦におい
て精算することがあります。 

 ９ 経企第 78 号（平成 28 年４⽉ 19 ⽇）の附則第６項を次のように改めます。 
６ 当社は、ＦＯＭＡ契約者⼜は第２種ＦＯＭＡユビキタス契約者（以下この附則において「ＦＯＭＡ契約者等」といいま
す。）が当社に届けている住所⼜は請求書等の送付先住所（以下この附則において「住所等」といいます。）が平成 28 年４⽉
16⽇時点⼜は平成28年４⽉30⽇時点において熊本県内である場合であって、そのＦＯＭＡ契約者等から当社が定める⽅法
により当該⽉の定額上限データ量を増加する申出があったとき⼜は共有回線群を構成する共有対象回線の住所等が熊本県内で
あるＦＯＭＡ契約者等のＦＯＭＡサービスが含まれる場合であって、その共有回線群の共有対象回線若しくは共有代表回線の

 
 
 



契約者から当社が定める⽅法により当該⽉の定額上限データ量を増加する申出があったときには、平成 28 年 4 ⽉ 1 ⽇から平成
28 年４⽉ 30 ⽇までの間におけるその定額上限データ量の増加に係る料⾦の⽀払いを要しないものとします。 

この場合において、その定額上限データ量の増加に係る料⾦について、当該⽉に係る料⾦として請求し、翌料⾦⽉の料⾦におい
て精算することがあります。 

 
 

 


